
















　公 共住宅の三本柱 であ った公 団(注1)・ 公営 ・公 社 によって供給 され た彪 大 な賃貸住宅 が老
朽化 し、建替 え事業 が進 んでいるが、機構 においては、現在都市再生事業 などと共 に、約77万戸
に及ぶ賃貸住宅ス トックの再生あるい は活用 が事業の柱 の一 つに位置付 け られている(注2)。
　 ところが一方、機構 の建替 え事業 において様 々な問題が生 じている。機構事業 はスクラ ップア
ン ドビル ド型であ り、成熟 した豊 かな屋外 空間の中低層住宅 団地が駐車場 に囲 まれた高層住 宅団
地 と残地(民 間マ ンシ ョン用地 など)へ と一挙 に激変す る。 この居住空 間の変容 、親 しか った知
人 ・友人な どとの別れや コミュニテ ィの断絶、 とりわけ、建替 え後 の家賃高額化 に よ り、長期間
居住 して きた住民がやむ を得ず団地か ら退去せ ざるを得 ない状況 が生 まれている。
　 この ような機構 による一方的かつ一律的建替 え事業現状 の打 開に向けて、団地住民側か らは、
"今のまま団地に住み続 けたい"と い う継続居住 の要求 を掲 げた住民参加 が進展 してい る
。住 民
参加の形態 は様 々であるが、機構 による事業説明会等での個 人的質疑 ・協議か ら始 ま り、住民側
が建替 え対策委員会な どを立 ち上げての学習 ・協議 ・交渉、あるいは課題 ご との ワークシ ョップ
な どによる機構 との協働へ と進展 しつつあ る。　 機構 による建替 え事業 において、住民参加で事
業が実施 された団地のなか には、住民 と機構、 自治体の関係 三者 に よる継続 ・恒常 的な協議会の
成立へ と進 んだ事例 として、東京都 日野市(以 降 「市」)の多摩平団地(以 降 「本団地」。現在の
団地名称 は 「多摩平 の森」)がある。全 国各地での まちづ く りにお ける住民参加が、"参加か ら協
働へ"と い う流れ にある(注3)な か、本団地における住民参加 の到達 レベルは高 く、機構の建
替 え事業 にお ける住民参加事例のなかで も最 も先行 している。
　以上の ことか ら、本 団地 において住民参加が発展 し三者勉 強会 の成立へ至 ったプロセス と要因
お よび三者勉強会 を中心 とした三者協働の実態 と意義 を住民側 か ら考察 し、機構 における団地再
生(注4)へ の住民参加 レベル を向上 させ るための教訓 ・示 唆 を得 る ことを本論文 の 目的 とす る。
また、研究資料 としては、本団地 自治会発行 の 「多摩平 自治会ニュース」 に掲載 された建替 え事
業関連記事(注5)と 住民、機構 、 日野市三者 の建替 え事業 関係者 か らの ヒアリング を活用 した。
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(2既往研 究
　公 団賃貸住 宅の建替 え事業が1986年か らは じまった こともあ り、公団 における住民参加 に関す
る調査 ・研 究 は、1990年頃か ら様 々に進め られてい る。
　 まず は、「公団 による建替 え事業 は居住者 の意 向が反映 されてい ない」 ので、居住 者の要求 に
応 じた更新計 画 を作 るべ きである として、居住 者の更新意 向を把握 した瀬戸 口 らの論文(注6)
が嗜矢であ ろ う。 また、同 じようなテーマでの福 田らの論文(注7)が あ り、何 れ も住民 の建替
え計画参加の重要性 が1990年代前半か ら指摘 されている。近年 になる と、住民 が事業 プロセスに
参加す るこ との意義 を論 じた曽 ら(注8)、 「住民か らの計画提案 における支援専 門家の働 きかけ
と住民 の計画力の育み」 の関係解 明を 目的 にした新井 ら(注9)の 論文が ある。 また、公営 ・公
団な どを含 む初期のニュータウンの再生事業初期 における住民の 「学 び」を支援す る 「シナリオ ・
アプローチ」 を提案 した高 田 ・大石 らの論 文(注10)、あるいは、参加 の前提 あるいは条件づ く
りを 目指 した居住者の意識 ・意向の把握の必要i生を論 じた宮崎 ・碓 田 らの論文 もある(注11)。
　以上 の ように、公団にお ける住民参加関連 の研究で は、参加の必要性 ・重要性 か らワークシ ョ
ップな ど参加方法 に関す る考察や分析がその主 な ものである。住民参加 にお ける協働 については、
本 団地 の三者勉強会の簡単 な紹介 はあ るが(注12)、実態 や意義 ・役割 な どにつ いて述べ た論文
はない。
(3)団地概要






　　　 ・戻 り入居:第 一期2002年3月、第二期2005年3月、第三期2008年3月(予定)
　　　 ・計画戸数:戻 り1173戸、公募355戸、計1528戸(2008年時点での機構賛 貸住宅供給予定)
　　　 ・用途地域:第 二種 中高層住居専用地域 、第一種 中高層住居専用 地域、商業地域
　 2)生 活環境
　　 団地所在地 は 日野市多摩平2丁 目で、東京都心 まで1時 間足 らずで到達で きる。敷地 はほぼ
　平坦 で面籍約30ha、建替 え前 はうっそ うとした木 々に恵 まれた森 の中の低 中層住宅地の様相 を
　呈 していた。 また、住 宅については老朽化 し設備 も陳腐化 してい たものの、団地内外 の生活環
　境 や立地 は極 めて優れ、 コミュニテ ィも成熟 している。長年住み慣れた住民か らすれば離れが
　 たい団地 であることは容易 に推測 で きる。
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2.三者勉強会成立にいたる住民の活動
　公 団が1986年に、昭和30年代供給賃貸住宅 団地 の建替 え事業 を始めた こ とか ら、本団地住民 は
早晩建替 え対象 団地 になるだろ うとの判 断で、「多摩平 団地建替 え対 策委員会」(以降「対策委」))
を1987年11月に設置 した。以降、9年 間 もの建替 え事業へ の対策 あるい は参加活動 を経て、1996
年11月に三者勉 強会 を立 ち上げ、三者 による協働 が今 日まで継続 してい る。
　本章では、本 団地建替 え事業 における住民参加 の今 日までの20年の歴史の うち、三者勉 強会成
立 に至 る前半部分(約9年 間)に つ いて、 これ をさらに前半 と後半 の二つ に分 けて、住民参加活
動 のプロセス と三者勉強会成立要因について分析す る(表1)。
(1)前半期 について
　表1か ら判 るように、この前半期約 四年半(1987年11月～1992年06月)は、建替 えに関す る他
団地 ・上部組織 あるいは公団 などか らの各種情報収集 と住 民の 自治会主体 による建替 え事業 に関
する多種多様 な学習の期 間であ り、また、それ らを通 じての組織 固めの時期で もあった。
　住民 は対 策委 を中心 として、 日常 的な団地内での話 し合い、 アンケー ト・署名、あ るいは家賃
や事業 の しくみ等 の学習 を行 なった。 また、学ぶだけでな く、 この事態 に対 して どの ように対応
していけばいいのか、その解決法 を探 るための討論会 ・集会 な どが精力 的 に行 なわれた。 さらに
は、建替 え事業が先行 している関東の他 団地での公 団の事業の進め方 を住民 か ら聞 き、実態 を見
学 し、団地住民 同士 あるいは全 国自治協や他 自治会 との交流会 なども活発 に行 われ た。
　 これ らを通 じて、"安心 して快適 に住 み続 けたい"と い う願 い を居住者 の総意 で実現す るこ と
の重要性が住民 の間で共通認識 となっていった。
　 また、この問は本 団地住民独 自による市 や機構への要請 ・協議 はみ られず、上部団体 である東
京多摩公 団住 宅 自治会協議会(「多摩 自治協」と略)や全 国公 団住宅 自治会協議会(「全 国 自治協」
と略)な どの上部 団体が中心 となっていた時期であ る。多摩 自治協 による公 団東京支社建 替え事
業担 当部 との何度 かの交渉が行 なわれたが、そこでの要求 の中心 は、多摩 地区の建替 え団地 に共
通 した 「建替えは、従前居住者が戻 り入居 で きる支払い可能 な家賃」 の実現 である。そ して、全
国 レベルでの 自治協 な どの主催 に よる学習会、交流会あ るいは公 団 との交渉な ども行 なわれ、 こ
れ らを集約 した形 で、1990年12月、国会、公 団、市へ 「高齢者等 も安心 して住 める建替 え」 とな
るよう要請が行 なわれた。
　 一方、団地 自治会 は市長 との懇談会 におい て、市長か ら、 「団地住民 中心 の考 えを堅持 して公
団へ対処す る」 とい う確答 を得 た(1992年6月)。住 民の学習 と市 当局 や市議 会 な どへ の多面 的
な要請な ど、住民パ ワー発揮 の成果である。公団 の建替 え事業 におい て市 などの行政が この よう
な約束 をしたこ とはかつ てない ことであ る。 もちろん、当時 日野市 はまちづ くりへ の市民の参加
に理解が深い 自治体 であった(注13)か らこそ可能であ ったが、 団地住 民の意向 ・要求 を大事 に
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表1　 多摩平団地 自治会 ニュースにみる建替 え事業 に関する住民活動(1987～1996、● 重要事項)
年月 自治会関係の独自活動、内容概略は 「」 年月 公 団、市 との協議 ・要 請 、内 容概 略 は 「」
8711●多摩平団地建替え対策委員会(対委)発足






:・1 多摩平団地建替えアンケート '・1 多対、東京支社交渉「高齢者の減額措置、土地再評価」




学習期 9003●多摩平団地自治会(多 自)、建替え問題勉強会 oao3多対、東京支社交渉 「建替え進行中団地に関して」




9010多対 、 ア ンケー ト 「高齢 化、 年金 生活 者 の増加 」 Baia多対、公団本社、建設省、国会議員への要請
9101関団、交流会 9102多対、東京支社交渉 「高齢者家賃対策」











9312全自、総決起大会 「定住を保障する家賃制度」 9305多自、市長陳情 「高家賃建替認めるな」提出
9311多自、市会請願 「高家賃建替認めるな、都営併設を」
9402多 自、 「都営 入 居希望 ア ンケー ト」 9404多自、市へ陳情 「都営住宅併設」
9406関団、交流会 9406●市会、全会一致で「上記請願採択、公団と都へ送付」









9505関団、団地交流会 9506多連 、 第六 回、公 団担 当 が オブザ ーバ ー 出席
9505市民、第一回勉強会 「用途地域」 9506多連、第七回、議題に街づくりも追加
9506多自、第二回住民集会 「高層化、家賃対策、契約」 9507市、バス見学会、日野市の担当と居住者
9509全自、建設大臣に要望書 「生活実態に即 した家賃」 　 1: 市会、本会議、「摩平団地建替え問題」討議
9509対委、「用途変更、都営併設」 9509多連、会議、「都中央区晴海団地家賃補助」
9511多 自、多 摩平 団地 ウ ォッチ ング 9510多自、市長申し入れ 「住民の定住可能を確認できるま
9512関団、交流会 で、用途変更手続延期」
9512多 自、住 民集 会(市 長 出席 、150名) 9512多自、同意見書「上記確認後は用途変更には反対しない」
9602市民、第七回勉強会 「用途変更など」 9602市会、本会議で市長との約束確認
9602多 自、第 一 回 しゃべ ろ う会(月2回) 9603多連、「7月建替指定 ・秋に住民説明会」予定
9606関団、関東地区建替え団地交流会 9605●東京都、新用途地域等公示 ・施行
9607多自、シンポ 「建替え問題を考える」 9605市会、本会議
9611多 自、第 九 回 しゃべ ろ う会 9606多自、市長要請、「公団建替え事務所開設撤回」
9611●三者勉強会第一回 「公団の計画を聞く」 ・・i: ●市長から三者の協議機関提案
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す る とい うこ とを市が約束 した ことの意義は大 きい。住民 は この市長の言明 によ り、さ らに 「定
住の保 障」 を求めて、市 と協議 し市議会への要請 を重ねてい くこ とになる。
(2)後半期 について
　後半期(1992年7月～1996年11月)は、引 き続 き事業 に関す る学習 も継続 しなが らも、事業着
手 に関する条件整備 の時期であ った。 この期 におい て主要な課題 となったの は、継続居住の保 障、
本 団地の用途地域変更 、及 びそれ らと絡 んだ着手時期確 定の三点 である。 また、 これ らを議論 し
てい くなかで、従 来の住民 、市、公団各 々二者 間での協議 よ りも、直接 的な三者 間協議 の方が、
事業がスムース に進 むな ど合理的ではなか ろうか との合意が なされ、三者勉 強会設置 に至 った。
　 1)継続居住の保 障
　　 1992年以降は、継続居住保障の条件 として、建替 え後家賃 の高額化 をなんと して も避 けて欲
　 しい とい う要請が活発化 した。多摩 自治協 は92年6月に公 団支社へ、本団地 自治会は9月 には
　 日野市議会 に要請(日 野公住協 「=公団、公営 、公社賃貸住宅 自治会 の協議 会)と して)し 、
　全 国 自治協 は同月国会 に請願 した。市議会 はこの請願 を採択 して国会へ提 出 した。ただ、住民
　側 に とっては建替え後 の高家賃問題 は全国共通 の最重要課題 であるが、 同時 に公 団に とって も
　経営問題 の根幹であ って影響が大 きい。 そう簡単 に解決で きる問題 で もない。結局 、解決の方
　 向が見 えるのは三者勉 強会 の成立以降にずれ込 む ことになった。
　 2)用 途地域の変更
　　 用途地域変更 も重要問題 であった。 もともと本 団地 は第一種低層住居専用地域であ り、公団
　 にとっては用途地域 を変更 しない限 り、現在の 中低層住宅 を中高層住宅へ建替 えることは不可
　 能であった。他方、市 にとっては、建替 えをきっかけに住宅戸 数 を増加 させ人 口と税収 を増や
　 し、団地周辺やJR豊田駅 も含 めた再 開発 や まちづ くり構想実現 の弾み に も したい とい う意図
　 を持 っていた。 この機構 と市 の意向が一致 して、双方 は用途地域変更 の タイ ミングをうかが っ
　 ていたが、市 は1994年7月、突然、団地住民へ の説 明会 を実施 した。 これには住 民側 も反発 し、
　 1995年11月、市長 に 「建替 え内容が、住民が住 み続 け られ るもの と確認 で きるまで、用途地域
　 の変更手続 きを延期 して欲 しい」 とい う申 し入れ を行 なった。 これ に対 して、12月の終わ りの
　住民集会 において、市長 との問で、 「住民が用途変 更 によ り不 利益 な らない ように、 また、公
　 団 と市の基本合意の前 に住民 の同意 を得 るこ と」 の約束が なされた。 この確認 によ り、住民側
　 は用途 地域変更 には反対 しない とい う意見書 を市 に提 出 した ことか ら、 この件 は落着 をみ た
　 (1996年2月)。
　　　 当初 は住民側 に も用途変更 を認める と、公 団のペースで事 業が進んで しまうとい う危惧 も
　　 持 っていたが、"自分達 だけのエ ゴを通す わけにはいかない"、"市民 の立場か らの判 断 も必
　　 要である"と い う判断 に傾 き、次第 に建替 え事業 についての理解 も進んでいった。結果的 に
　　 は、 同年5月 、新用途地域が公示 ・施行 された。
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　 3)着 手時期
　　 1993年3月に行 なわれた 日野市長選での団地 自治会 による公 開質問状 に対す る、当選市長 の
　 「公団 との協議 は市 にまかせてほ しい」 とい う回答 も大 きな意味 を持 って いる。1991年3月に
　 は 「建替 え調査」 に入るな ど事 業着手 の機 会 をうかが っていた公 団であるが、 この公約 に より、
　市 の裁断 を得 ないか ぎ り事業着手 がで きな くなった。結局、関東地域の他 団地 において事業着
　手 が順次進 んでい るなか、本団地 につ いては1997年3月まで着手 出来なかったことになる。
　 4)協 議機 関の設置
　　 上記 の ように市 は本団地の建替 えにつ いて積極 的であ り、1992年に入 る と、「多摩平 団地建
　 替 え対策委員会」、1994年04月に 「多摩平建替事業行 政指導本部」、 同年10月には住民 か らの要
　望 によ り 「建替事業対応本部会」 も設置 された。 また、住 民 と市 の二者協議機関 と して、1995
　 年3月 に 「多摩平団地建替 え連絡会」が設置 され、以 降住 民 と市 の協議 の常設機関 と して機能
　 した。 この ような住 民 と市 による事業推進 ・対策 の諸機関が設置 されてい くなか、1996年8月
　市長 か ら、住民 の要望 を受 けて三者協議の場設定 の提案が あ り、公団 も賛 同 し三者勉 強会が始
　 め られる ことになった。
(3)三者勉強会成立の要因
　 1)住民側 要因
　　本 団地 の住民 は、他 団地 の実情 か ら何 もしなければ住民の要求が受 け入れ られ ない と判 断 し、
　 長期 にわた って公団や市 と協議 し市議会や国会議員 な どに要望 し続 けた。その結果、三者勉強
　 会 を成立 させ たわけであるが、 これ に至 った要因 を4点 指摘 したい。
　　① 明確 な 目標 の堅持……1987年11月の対策委員会設置直後か ら"こ の団地 に今後 とも住 み続
　　　 けたい"と の団地全住民 の願いがかなえ られる ことを最重要課題 として設定 し、それ を長
　　　期 間 にわたって粘 り強 く持 ち続 けた。
　　② よ く学 習 した……多摩 自治協 や全 国 自治協 とともに、行 政や議会への要請 ・交渉 などの共
　　　 同行動 に参加 し、建替 え事業の内容、公 団の事業 の進め方、家賃問題 、建替 え後の他 団地
　　　 の実態 や暮 らしが どうなるか、な どの学習 を積 んでいった。この中で、①の重要性 も体得
　　　 で きた。
　　③ 話 し合 い を大切 に した……当時、他 団地で は裁判 に もなった事例 もある ように、住民 と公
　　　 団 との間で厳 しい対立 の事態 も多 かった。だが、それな どもよ く学習 した上で、本 団地 の
　　　住民 は"公 団 との間で も不必要 な対立 は しない"、"いたず らに反対する もので はない"と
　　　 い う姿勢 を明確 に した。公団の意見 に も耳 を傾 け、納得 した内容 に関 しては受け入れてい
　　　 った。
　　④ リー ダーの力量……住民参加 には良 きリーダーが不可欠であるが、本 団地 自治会役 員には
　　　 力量 が備 わってい る。20～30人の役員 は毎年改選 されるが、会長 は15年間、事務 局長 は20
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　　年間 もの長期 にわたって同 じ人が勤め、 自治会活動だけでな く事業対策の キーパー ソンと
　　 して活躍 している。
2)市 の協力
三者勉強会 の成立 に関 しては、市 の協力が大 きかった。 この背景 として、① 日野市 は まちづ
くりが進んでいる自治体 で、住民参加 ・市民運動 につい て理解 がある、②多摩平団地について
は、団地内外 の公 園や緑 の整備 、豊 田駅周辺再開発 、周辺未利用地 の整備 な どまちづ くり事業
について、市 として も総合 的な対策 に迫 られている、③多摩平 団地 か ら市 会議員が でてい る、
な どが ある。 このような事情 によ り、市 も本団地建替 え事業 において三者 間の協議機 関が必要
である とい う認識 に至 った。
3.三者協働の しくみと要求の実現
　 この章 では、三者協働 に関 して、三者勉強会第一回が行 われた1996年12月以降、2002年3月の
第一期戻 り住 宅入居 までの約5年 間の なかで、特 に三者協働 の成立 と機 能、及 び、それによ り住
民の要求 ・提 案が どの ように実現 したかに焦点 を当て る。
(1)三者協働の しくみ　　　　　　　　　1
　 1)三者勉 強会
　　 三者勉強会は、三者が建替 え事業 に関する問題 について対等 に協議 し、規約 や会則 とい った
　 ものは特 にないが、決定事項 はお互い実行す る とい う恒常 的な協議機 関であ り、徐 々に信頼 関
　係 も形成 されていった(注14)。
　　 三者勉強会で協議の テーマは、 「し くみ系」(建替 え後家賃、都営住 宅の導入 ・市営借 り上げ、
　団地内一部分の住棟存置 などの課題)、「まち系」(「建替 えはまちづ くりである」 として、 まち
　づ くりも課題)、そ して 「住 まい系」(住まいづ くりの課題)の 三点 に整理 されている。 また、
　会議の準備 もよ くな されている ことに も注 目したい。例 えば、 月一 回程 度の三者勉強会 の前 に、
　住民、公団、市 の問で二者勉 強会、そ して、その前の住民 間あるい は担当者 間 レベ ルで の事前
　打 ち合わせが入 り、事前 を含 める と会合は大小合せて7回 ほ どになる とい う。三者勉強会 の開
　催 に当た り、三者各 々内部で綿密 な下打 ち合 わせが なされてお り、 この会議 の重 要性あ るい は
　位置づけが うかがえる。本 団地以外の公 団建替 え事業 における住民参加の レベルにおい て、先
　行 している他団地で もここまで には至 っていない(注15)。
　 2)住 民組織
　　 三者勉強会の諸課題 を具体 的に検討あ るいは作業す るサブシステム として必 要な組織が作 ら
　 れた。大 きくは、住民 と直結する組織が3つ で、公団や市含 めて関連 してい る組織 も3つ ある
　 (図1)。
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　　前 者に関 しては、 まず、「住民案検討委員会」(1996年
　 12月～)が ある。 これは、文字通 り住民の要求や考 えを
　 まとめる委員会であ るが、直接建替 え事業が直面 してい
　 ない団地内他 ブロ ック住民 に も呼びかけ、団地全住民か
　 ら選出 され ている。 また、 「家賃 問題小委員 会」 も設 け
　 られ、建替 え後家賃 について専門的 に検討 された。3つ
　 めは、三者勉強会設立以前 にすで に設立 されていた 「多
　摩 平のみ ど りと団地建 替 えを考 える市 民の会」(1995年
　 4月～)で ある。 日野市民全体の問題 として本 団地 のあ
　 るべ き姿 を提言 すべ く設立 され(注16)、建替 え計 画や
　 団地内外 の 自然や環境 のあ り方 などの提案活動 を行 なっ
　 ている。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 図1
　　 後者の組織 としては、① 「戻 り住宅 ワー クシ ョップ」(戻 り住 宅の間取 りや集会所 の住民案
　作成 、1997年09月～)、② 「緑 の ワークショップ」(団地の緑 の継承 と新 たな緑の計画 ・設計 、
　 1998年6月～)、③ 「まちづ くりワー クシ ョップ」(高齢者福祉施設、コ ミュニティ施設 、防災 ・
　 環境 共生、豊 田駅前 の再 開発 な どまちづ くりを考 える、1999年2月～)、の3つ の ワー クシ ョ
　 ップである。
　　 以上の ように、1996年11月か ら1999年2月の二年余の短期 間で三者勉強会 を核 として、急速
　 に住 民諸組織が立 ち上が り、建替 え事業 の推進 システムが整 っていった。 しか も、三者勉 強会
　 の メンバ ーは固定 されているが、住民組織のほ うは比較的緩 やかに組織 され、誰で もが気軽 に
　 参加で き、多 くの団地住 民が何 らかの組織 に所属 し事業 に参加 している(約160人、注17)こ
　 とにも注 目すべ きであ ろう。
　 3)公 団側 の対応
　　事 業が着手 されてか らは、 日野市 に代 わって事業主体である公団が前面 に出てきたが、公 団
　 は上記の住民諸活動 に呼応 しなが ら、住民側の意見 をよ く聞 くようになっていった。担 当職員
　 は住 民には丁寧 に対応 し、何 とか諸問題解決 の糸 口を見つ け ようと努力 した(注18)。また市
　 や東京都 な どの行政 に対 して も熱心 に働 きかけた。 しか も、他 団地 にはみ られない ことであ る
　 が、公 団か ら住民側へ 派遣 されたコンサ ルタン ト等 も、本 団地 の建替 え事業 の事情 をよ く理解
　 し活躍 した(総 計約70人ものコ ンサル タン ト所員が参加、注17)ことも事業推進上 プラスに作
　 用 した。
(2)住民の要求 ・提案内容 とその実現
　 上述の ような団地住民や 自治会内外 の諸組織 を核 とした三者の協働 システムが フル稼動 し、住















れ、市長 と公団支社長 に提 出 され た 「多摩平団地建替 え事業 につ いて住 民か らの提案」(建替 え
事業 に関す る住 民側 の主要 な要求 ・提 案が網羅、以下 「提案」)の中か ら、実現 した主要 内容 に
ついて述べ てい きたい。
　 1)継続居住 の保障
　　①建替 え後家賃 の新ルール として、低所得高齢者 にとって大 きな優遇措 置であるが、1998年
　　　度以降建替指定団地か ら適用 される 「高齢者特別減額措置制度(注19)」が遡及適用 された。
　　②公 団用地内 に都営他 団地建替 え事業の戻 り入居者用住宅 を建設 し、その一部 を本団地建替
　　　事 業の受 け皿住宅 とされた(本 団地優先枠 として30戸分(4倍 の応募 者あ り)、2004年3
　　　 月入居)。
　　③本 団地全体 を一律的 に建替 え指定せず に、本 団地内の最終建替 え事業予定 ブ ロックについ
　　　 ては現住棟 を存置 健 替 え一部残)さ せ、① と② の制度が適用 され ない、若 い世帯 は当 ブ
　　　 ロックへ本移転す ることによ り、家賃面で今 と同 じ条件 で当面継続居住 で きるようになっ
　　　 た。
　　 以上の ように、① ～③ の3点 が同時実現 した ことは、他 団地 と際立 って異 な り注 目すべ き内
　容であ り、継続居住 の大 きな保 障になった点で重要 であ る。
　 2)居 住空 間整備
　　①住 宅の計画 ・設計
　　　　住民側 には高層化や住戸増 の計画 には反対 の意見 が多 かったが、協議の過程 で 自分達 だ
　　　 けでな く、公 団住宅 を期待 す る市民 に も配慮すべ きとい う考 え方 に変化 し、"戸数増加 も
　　　 や むな し"、"一期計画 は4～13階にす る"こ とで納 得 した(1998年4月)。また、住 宅設
　　　計 に関 しても、間取の変更 も一部実現 したが、基本 的 には公 団案 で了解 された。これ らの
　　　 決定 まで には、戻 りの ワー クシ ョップや公 団主催の、「住 まいへの思 い を語 る会」(1997年
　　　 9月～)な どが開かれ るなどに よ り、住民 は公 団側 の空間計画や設計の力量 を高 く評価す
　　　 るように もなった。
　　②屋外 ・コ ミュニティ施設関連
　　　　 空 き店舗 を活用 した三者が気軽 に集 まれる、 まちづ くりハ ウス 「多摩平 ふれあいセ ンタ
　　　 ー」(1997年11月)、住民 の要望 を もとに設計 した団地集会所、 そ して、市民 も利用 で きる
　　　 多 目的コ ミュニティ施設 「多摩平 の森ふれあい館」(2004年3月)も開設 された。一方 、屋
　　　外計画で は 「ユ リの木公 園通 り」(歩者分離の生活道路)、あるいは樹 木の保存 や団地 内外
　　　 での緑の ネッ トワークなども実現 した。
　　 この ように、住民側 は居住 空間整備 に関 して も公 団の方針 を受 け入 れなが らも(用 途地域変
　更、 中高層化、戸 数増 加、空 間計 画等)、一方で は多 くの提案 ・要求 の実現 をみ た。結 果的 に
　 は、住宅計画面では高層化 されたが住棟 は分節化 ・中層混在化 し屋外空 間 も含 め、事業前 のゆ
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った りと した緑深い団地のイメー ジは継承 され、市民か ら見て も住みたい団地 として再生 され
つつある(自 治会役員談)。
　住民参加 が行 なわれた数少 ない団地において、住民 自らが企画 した集会所(例:武 蔵野緑町
PT、紀寺 、高根 台)あ るいは、要求の実現 した公営住 宅 ・福祉 施設 の併 設 な ど(例:武 蔵野
緑町PT、久米川)な どが挙 げ られ ようが、本 団地 の ように公営住 宅 をは じめ多様 な屋外 や生
活関連 の施 設 を実現 させた団地 はない。
3)ま ちづ くりへ の展開
　 三者勉 強会 のテーマの一つ に 「まち系」があ り、 また、「提 案」 にお いて も 「建替 えは街づ
くり」 と謳 われているように、住民側 は、建替 え事業 を単 に団地 だけの建替 え事業 で はな く、
早期か ら周 辺含 めたまちづ くりとして位置づ けていた。戻 り入居(2002年3月)以後、改 めて、
住民か ら提案 し三者勉 強会の中 に 「多摩平周辺 まちづ くり研 究会」が発足(2004年10月)し、
多摩平団地の建替 えが終了(2008年2月予定)す ると生 じる団地 内残地の土地利用や豊 田駅前
周辺の再開発 な ども含めて考 えてい こうとしてい る。
4.三 者協働の意義
1)教 訓的 な住民参加 の到達点 と発展 プロセス
　多摩平団地の住民 は、対策委 の発足か ら約9年 間にわたって、上部 団体 などと共 同で建替 え事
業 の実態及 び家賃や用途地域の問題等 を粘 り強 く学 び、三者 による協働 の核 になる三者勉 強会 を
発足 させた。以降、今 日までのほぼ10年間、三者勉強会 を基礎 に しなが ら必要に応 じて多彩 な住
民組織 を立 ち上げ、三者の信頼 に基づ く協働体制 を構築 した。そ して、近年 は、 さらにまちづ く
りへ と発展 させ ようとしてい る。
　 この団地での三者勉強会 を核 にした住民参加 の レベルは、原科 による住民参加類型五段 階の最
上位 に位置づ け られているが、「パー トナーシ ップ」 の レベル にある と考え られる(注20)。この
ようなパ ー トナー シップ型協議 システムによる協働の段 階 にまで進んだ事例 は機構 団地 にはない。
また、 この長期間 にわたる住民参加 の発展 プロセス も注 目に値す る。
2)決 定参加 による要求実現
　公 団建替 え事業の住民参加 において住民か らの要求 ・主張 は多 くみ られるが、一般 的には、そ
れ らを機構が受 け入れるか どうかが焦点 にな り、そこには三者が話 し合 いかつ納得 で きる解決策
を導 くとい う場や プロセスが ない。 ところが、多摩平団地では三者の協働 によ り、中心 をな した
家賃負担問題 の解決 をみて住民の多 くが継続居住可能 とな り、かつ、居住空間 における様 々な要
求 ・提案 も実現 した。 これは、住民が市や機構 と協力 しなが ら、三者対等 の立場 で協議 し決定す
る とい うシス テムを創 り、その機能 を活用 させ た ことに依拠 してい る。
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3)事 業者側 にもメ リッ ト
　本建替 え事業 の三者勉 強会成立 まで は多大 な時 間を要 したが、以降、着手か ら入居 まで5年 間
と比較的短期 間である。着手 までの経過時間に比 し、大規模で様 々な問題 を抱 えてい る団地 に し
て は早 く進 んでいる。 また、着手時の説明会での"住 民 か らの予 期せぬ拍手"や 住民全員が"い
っせ いに 「一時使用賃貸借契約」への切 り替えに賛成 した"こ とな ど、機構 の建替 え事業史上か
つてない。そ して、機構や市 も本団地 における三者協働 について色 々 な場でその意義 を認め、高
く評価 してい る。例 えば、機構支社長 は、「非常 に意義 のあることと考 えてい ます」(注21)と述
べている し、市 長 は 「今後 の手本 となるで しょう」 と語 ってい る(注22)。機構1は事業 内容 を十
分 に住民 に説明 し納得 して もらい、 同時 に住民側 か らの要求 も実現 させ る、 とい った形で事業 を
収束 させ るこ とが可能で あることを本団地の三者協働 は教 えてい る。
　以上 の ように、三者 間での十分 な話 し合い と決定で きる権 限を持つ協議 シス テム を設置す るこ
とによ り、む しろ建替 え事業がスムース に進む ことは、事業主体 の機構 あるい は市 にとって も重
要 な意味 を有 している。
4)三 者協働の今後
　今後 、彪大 な機構賃貸住 宅団地 において は、地域や団地の立地 ・環境 に対応 しかつ経営 に も配
慮 しなが ら、様 々な事業 メニ ューに よる団地再生事業が順次進 むであろ う(注23)。これ に対 し、
住民側 か らは、継続居住実現のための様 々な住民参加 による事業推進要望が拡大 してい くもの と
思 われ る。三者の協働 については、本団地で実現 した ような協議機 関の設置が どこにで も実現で
きる もので もない し、その方法 は団地 によって多様 であろ う。 しか し、み て きたような三者 の協
議機関の設置 は、常 に模索すべ き重要 な方策であ り、本団地 における三者協働 は、今後 の機構 団
地再生事業 にお ける協働 のあ り方 を考 える上で、学ぶべ き点が多 い。
5.ま とめ
　多摩平 団地で は、住 民が広 く深 く学習 し、目標 を達成すべ く日野市や機構 と長期 にわたる折衝 ・
協議 を重 ねて三者勉 強会が実現 した。今や、その三者勉強会は周辺含 めた まちづ くりへ と発展 し
つつあ り、過去20年にもわたる住民参加の歴史の中で構築 されて きた知力、活力、持続力 は他 に
類 をみない。 また、住民 は機構 や市 と共 に制度 や空 間のあ り方 を考 える恒常的 な組織 を立 ち上 げ、
合意可能なソフ ト・ハ ー ドの計 画案 を練 り上げた結果 、最大ネ ックである家賃負担問題 を解決 し、
かつ、建 て替 え後 の居住空 間もレベ ルの高い もの となった。
　多摩平 団地の住民参加 を振 り返 ってみ る と、三者勉強会がで きる までは長時 間必 要であったが、
その後 の展 開はスムースであ る。 これは、三者協働が住民 にとってだけでな く、機構 あるいは市








　本論文作成 に際 しまして、多摩平 団地の笹原 自治会長 をは じめ として、機構 と日野市の担当職
員 にはヒア リングや資料入手 にあた り多大な協力 を得 ま した。心か らお礼 を申 し上げ ます。 と同
時 に、本小論 は、本学2005年度 の特別研 究助成 を活用 しました。深謝いた します。
注:
1)独 立行政法人都市再生機構(「機構」)は、 日本住 宅公 団か ら住 宅 ・整備公団、都市基盤整備
　公団(以 上 「公団」)を経 て、2004年7月に改編 され成立 したが、ここで は一般的 には 「機構」
　 を2003年以前の事項 については主 に 「公 団」 を使 う。
2)機 構 に よる1986年以降20年間 に及ぶ賃貸住 宅建替 え事 業 につい ては、着 手地区数約200、対
　象戸数約111千戸 、供給賃貸住宅戸数約68千戸(何 れ も2006年末)に 及 んでいる。
3)参 考文献1)のp217～218
4)本 論で は、団地 において、建て替 え事業のみな らず リノベ ーシ ョンや リフ ォームな どの改善
　方策 も含 む更新事業 をい う。
5)「多 摩平 団地 自治会 ニュース」 は現在 、ユ170号(2006年4月14日)、月2回 刊行、B4版 、そ
　 して毎 回3000部全戸 配布 され、団地住民 も良 く読 んでいる。建替 え事業 に関す る記事 について
　 は、1991年5月以降 自治会会長 自らが一貫 して執筆 している。かつ、事 実上三者勉 強会の議事
　録 で もあ り、三者で確認 すべ き事項 が生 じた場合、最後 は この記事内容 を採用する とい う。三









13)参考文献12)、参考文献15)p203～205、か ら読 み取れ る。
14)参考文献13)に、三者勉強会成立 の経緯 ・意義が書かれている。
15)機構 の建替 え事 業実施 団地での住民参加面での先進事例 として多摩平 団地以外 には、武蔵野
　緑 町PTや高根 台団地が挙 げ られ る。 この二 団地 にお ける住民参加 にお いて は、単 なる参加 か
　 ら進 んで協働 レベル にある。前者 につ いては、団地住民 も事業 に積極的 に参画 し二者間での対
　等 な立場での充実 した協議が継続的に行 われ、要求の前進 をみているが 、三者 に よる協議機 関




18)機構職員 の努力 については、例 えば、http://homepage2.nifty.com/nakashigetama/TS　1-00index.
　htxnl,
19)収入制限あるが、65歳以上 の戻 り入居高齢者世帯 につ いて は、住宅床面積50㎡まで相 当分 を
　 最大50%減額 する制度。
20)参考文献15)のp34～36。ここに、「市民参加の5段 階」 について述べ られているが、 この考
　 え方 に よると多摩平団地の住民参加 は レベ ル5の 「パー トナー シップ」段 階に到達 してい る。
21)「…… この間、三者勉強会や各種 ワークシ ョップが何度 も開催 され、相 互理解 を図 りなが ら、
　 また知恵 を出 し合い なが ら、市 ・住民 ・機構 の三者勉強会が一体 となって建替 えを進め ること
　 が出来 たことは、非常 に意義 のあ ることと考 えてい ます。……」(参考文献16、p6)
22)「……多摩平団地 自治会 は、建替 え事業 をすすめ るため に、話 し合 い の形 を作 りま した。 日
　 野市 、機構 、住民 の三者 か らなる"建 替 え三者勉強会"が それです。今後 の手本 となるで しょ
　 う。……」 と語 っている(多 摩平団地 自治会第45回定期総会(2002年4月21日)での挨拶(多
　摩平 自治会ニュース1086号、2002年4月30日、 よ り))
23)機構 は、既存賃貸住宅 の団地再生(機 構 は 「ス トック対策」 と呼称)に 関す る基本指針 とし
　 て、ス トック総合活用計画(http://www.ur-net.go.jp/aboutus/plan/stock.html、参 照)を 策定 し
　 ている。 しか しなが ら、住民参加 については一切触れ られてい ない。 したがって、多摩平団地
　 における三者協働 に関 しては機構 において も理解 し高 く評価 してい るものの、今 の ところ機構
　 団地 の再生事業 において三者勉強会の ような組織が立ち上が る制度 的保 障はない。
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